
九
月
九
日（
月
）に
役
場
で
、
財
政
健

全
化
計
画（
案
）が
同
策
定
委
員
会
の
委

員
長
柿
本
国
弘
氏
か
ら
広
江
町
長
に
手

渡
さ
れ
、
町
の
財
政
健
全
化
に
向
け
た

基
本
方
針
な
ど
が
提
言
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
策
定
委
員
会
は
、
社
会
経
済
情

勢
の
変
化
に
対
応
し
た
健
全
財
政
を
堅

持
し
、
地
方
分
権
の
時
代
に
ふ
さ
わ
し

い
財
政
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
た
め

に
、
町
内
外
の
有
識
者
の
皆
さ
ん
を
委

員
に
、
効
率
的
な
健
全
財
政
運
営
の
推

進
に
関
し
て
必
要
な
計
画
を
策
定
す
る

こ
と
を
目
的
に
設
置
さ
れ
た
も
の
で
、

今
年
四
月
か
ら
九
月
ま
で
の

間
、
町
の
財
政
健
全
化
策
を
慎
重
に
研

究
検
討
さ
れ
、
そ
の
結
果
が
健
全
化
計

画（
案
）と
し
て
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

財
政
健
全
化
計
画（
案
）の
概
要
は
、

次
の
と
お
り
で
す
。

―

用
語
の
説
明

―

実
質
単
年
度
収
支

実
質
的
な
黒
字
要
素
や
赤
字
要
素
を
控
除
し

た
単
年
度
収
支
で
、
実
質
収
支
か
ら
前
年
度
実

質
収
支
及
び
基
金
取
り
崩
し
額
を
控
除
し
、
基

金
積
立
額
な
ど
を
加
え
た
額

標
準
財
政
規
模

地
方
公
共
団
体
の
一
般
財
源
の
標
準
規
模
を

示
す
も
の
で
、
法
定
普
通
税
等
の
税
収
見
込
額

に
地
方
交
付
税
額
を
加
え
た
も
の
。

経
常
収
支
比
率

人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等
の
義
務
的
経

費
の
地
方
税
、
地
方
交
付
税
な
ど
経
常
一
般
財

源
収
入
に
占
め
る
割
合
で
、
地
方
公
共
団
体
の

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
測
定
す
る
比
率
と
し
て

使
わ
れ
る
も
の
。
こ
の
数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政

が
硬
直
化
し
て
い
る
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ

市
民
活
動
等
の
特
定
非
営
利
活
動
を
行
う
こ

と
を
主
た
る
目
的
と
し
た
団
体
を
い
う
。

Ｐ
Ｆ
Ｉ

従
来
、
公
共
部
門
が
実
施
し
て
い
た
社
会
資

本
整
備
な
ど
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
民
間
部
門
の

資
金
を
導
入
し
て
民
間
事
業
者
を
中
心
に
実
施

す
る
方
式

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

貸
借
対
照
表
。
特
定
時
点
の
企
業
の
財
政
状

態
を
、
資
産
と
負
債
、
お
よ
び
資
本
の
内
容
が

わ
か
る
よ
う
に
一
覧
表
に
し
た
も
の
。

財
政
健
全
化
計
画
（
案
）

提
言
さ
れ
る

今後10年間の一般会計歳出総額の縮減計画今後10年間の一般会計歳出総額の縮減計画

年 度

目標数値

歳出総額

平成13年度
歳出総額
（決 算）

100％

63.6億円

平成15年度

90～95％

57～60億円

平成16年度
～平成20年度

80％

50億円

～平成23年度

標準財政規模

50億円未満

計
画（
案
）を
町
長
へ
手
渡
す
柿
本
委
員
長

六
ヵ
月

第
1

財
政
健
全
化
計
画
の
期
間

平
成
十
四
年
度
か
ら
平
成
二
十
三

年
度
ま
で
の
十
年
間

第
2

財
政
健
全
化
計
画
の
基
本
方
針

1

緊
急
的
対
策
と
し
て
、
平
成
六

年
度
か
ら
引
き
続
く
実
質
単
年
度

収
支
の
赤
字
を
解
消
す
る
。

2

計
画
期
間
に
、
歳
出
総
額
を
標

準
財
政
規
模
に
近
づ
け
る
と
と
も

に
、
公
債
費
な
ど
の
後
年
度
負
担

に
対
処
す
る
た
め
の
財
源
を
基
金

積
み
立
て
に
よ
り
確
保
し
、
財
政

力
の
回
復
を
図
る
。

3

上
記
の
歳
出
縮
減
計
画
は
、
平

成
十
三
年
度
の
一
般
会
計
歳
出
総

額（
決
算
）を
基
準（
百
％
）と
し
て

平
成
十
五
年
度
に
お
い
て
同
額
の

五
％
〜
十
％
の
支
出
を
削
減
し
、

平
成
十
六
年
度
か
ら
平
成
二
十
年

度
ま
で
の
五
年
間
で
更
に
十
％
〜

十
五
％
の
支
出
削
減
に
努
め
、
平

成
二
十
年
度
に
お
い
て
概
ね
二

十
％
を
減
額
し
た
総
額
五
十
億
円

程
度
の
歳
出
規
模
に
抑
え
、
最
終

的
に
平
成
二
十
三
年
度
ま
で
に
標

準
財
政
規
模
に
限
り
な
く
近
い
数

値
と
す
る
。

（1）

歳
出
縮
減
に
当
た
っ
て
は
、
行

財
政
改
革
に
よ
り
歳
入
歳
出
全
般

に
見
直
し
を
か
け
、
歳
入
面
で
そ

の
財
源
確
保
に
向
け
た
産
業
振
興

施
策
に
配
意
す
る
一
方
で
、
徹
底

し
た
歳
出
削
減
を
図
る
。
そ
の
際

特
に
当
町
の
経
常
収
支
比
率
が
極

端
に
高
く
、
警
戒
基
準
を
大
幅
に

超
え
て
い
る
こ
と
を
念
頭
に
、
経

常
経
費
の
抑
制
に
当
た
り
な
が

ら
、
財
政
体
質
の
改
善
を
図
る
。

4

各
特
別
会
計
に
お
い
て
は
、
独

立
採
算
に
よ
る
健
全
財
政
を
堅
持

す
る
も
の
と
し
、
一
般
会
計
か
ら

の
財
政
支
援
的
繰
出
し
は
原
則
行

わ
な
い
。

5

こ
れ
ら
の
実
現
の
た
め
に
は
、

（1）

行
政
の
責
任
分
野
を
再
検
討
・

再
構
築

（2）

Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織

の
活
用
を
は
じ
め
Ｐ
Ｆ
Ｉ
方
式
の

採
用
な
ど
民
間
活
力
の
導
入
を

検
討

（3）

行
政
評
価（
事
務
事
業
評
価
）

を
は
じ
め
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
、

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
な
ど
の
公
会
計

シ
ス
テ
ム
等
分
析
指
標
の
導
入

（4）

組
織
機
能
が
十
分
に
発
揮
で
き

る
シ
ス
テ
ム
、い
わ
ゆ
る
職
員
活
性

化
を
含
む
人
事
制
度
改
革
の
実
施

（5）

顧
客
志
向
、
成
果
志
向
、
市
場

競
争
原
理
の
導
入

こ
れ
ら
の
こ
と
を
実
践
し
な
が
ら
、
費

用
対
効
果
を
考
慮
し
た
経
営
の
効
率
化
、

定
員
適
正
化
の
見
直
し
に
よ
る
人
件
費

の
抑
制
な
ど
経
常
経
費
の
削
減
に
努
め
、

住
民
参
画
や
積
極
的
情
報
公
開
に
よ
り

「
住
民
の
理
解
と
支
援
、
協
力
」
の
も

と
笠
松
町
独
自
の
姿
勢
を
打
ち
出
し

て
、「
新
行
財
政
改
革
」
を
推
進
す
る
。

2


